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番号 制度名

農水01 農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例

農水02 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 農林水産省
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（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 2,229 2,004 89.9% 2,004 ▲2,669.0 ▲2,560.0 95.9% 5.9% 7.2% 不明 ▲1,984.0 － ▲1,983.2 80.0% － 82.0% 不明 102.5% 80.0% － 90.0% 不明 112.5%

H24 3,068 2,463 80.3% 2,463 ▲3,935.0 ▲3,050.0 77.5% 6.3% 7.3% 不明 ▲2,461.0 － ▲2,460.1 80.0% 不明 103.0% 不明 128.8% 80.0% 不明 97.0% 不明 121.3%

H25 3,286 2,539 77.3% 2,539 ▲3,937.0 ▲2,940.0 74.7% 5.8% 9.3% 不明 ▲2,349.0 － ▲2,349.1 80.0% 不明 91.0% 不明 113.8% 80.0% 不明 90.0% 不明 112.5%

H26 4,569 2,257 49.4% 2,257 ▲3,994.0 ▲2,310.0 57.8% 9.5% 6.9% ▲3,070.0 ▲2,037.0 66.4% ▲2,036.7 80.0% 不明 95.0% 不明 118.8% 80.0% 不明 79.0% 不明 98.8%

H27 3,185 3,096 97.2% 3,096 ▲2,510.0 ▲3,560.0 141.8% 5.7% 6.4% ▲2,214.0 ▲2,969.0 134.1% ▲2,969.4 80.0% 不明 91.0% 不明 113.8% 80.0% 不明 86.0% 不明 107.5%

H28 2,441 3,341 136.9% － ▲2,250.0 ▲3,410.0 151.6% － － ▲1,991.0 ▲2,844.0 142.8% － 80.0% 91.0% 91.0% 不明 113.8% 80.0% 86.0% 91.0% 不明 113.8%

H29 3,606 － － － ▲3,440.0 － － － － ▲2,870.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H30 3,892 － － － ▲3,470.0 － － － － ▲2,896.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H31 3,892 － － － ▲3,470.0 － － － － ▲2,896.0 － － － 80.0% 91.0% － － － 80.0% 91.0% － － －
H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（農業
経営基盤強化準
備金）・％） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査にお
ける適用件数（法
人税（農業経営
基盤強化準備金・
農用地等を取得し
た場合の課税の特
例）・件）

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税（農用
地等を取得した
場合の課税の特
例）・％）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響額
（地方法人二
税・地方法人特
別税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「農業経営改善計画の達成率（農用地）が各年度
80％以上となることを目指す」

目標値 目標
達成度

目標②「農業経営改善計画の達成率（農業用機械等）が各
年度80％以上となることを目指す」

目標値

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H19

【基本情報】

　 【農業経営基盤強化準備金】
　　従前どおり
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　　従前どおり

（評価実施府省：農林水産省）＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29農水01）

  措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

  措法第61条の2、第61条の3、第68条の64、第68条の65

過去の政策評価の実績

  農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例
　 （農業経営基盤強化準備金、農用地等を取得した場合の課税の特例）

  【農業経営基盤強化準備金】
   認定農業生産法人等が、交付金等の交付を受けた場合において、認定計画等に従って行う農業経営基盤強化に要する費用の支出に備えるため、一定の金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　  農業経営基盤強化準備金を有する法人が、認定計画等に従って農用地又は特定農業用機械等の取得等をした場合には、準備金の益金算入額等の範囲内で圧縮記帳ができる。

  経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた農業者に対し、本特例を措置することにより、農業経営の基盤を強化するための農業用固定資産への投資を促進し、競争力のある経営体の育成･確保を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

平成27年度時点

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

措置の内容

　 【農業経営基盤強化準備金】
　　対象法人を農地所有適格法人とした。
  【農用地等を取得した場合の課税の特例】
　　従前どおり

  H22農水23、H24農水02、H26農水06、H27農水02、H28農水08

   制度名
（措置名）
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【H29 農水01】
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － 1,700 － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － 4,400 － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － 4,900 － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － － 不明 － － －

H31 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 30,000 不明 － － －

H32 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

H34 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －
H35～
／未定 1 － － － － － － － ▲210.0 － － － 不明 不明 － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人事業税・百万円）

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人事業税・百万
円）

租特の直
接的効果

本特例措置
適用前実績
（累計額）

目標「第二期中期経営計画（平成29年度から31年度）に基づき、6次産
業化事業体等へ累計約300億円規模の機構出資の実現を目指す」

目標値
（百万円）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

    (株)農林漁業成長産業化支援機構について、平成30年から平成45年3月31日（機構法第25条第2項により定められた、保有する全ての株式等及び債権の譲渡その他の処分を行うよう努めなければならな
い期限）の間に開始する各事業年度の事業税に限り、法人事業税の資本割に係る課税標準額を銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額（20億円）とみなす特例措置の新設を要望するもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   農林漁業者等が主体となって、6次産業化に取り組む国内外における新たな事業分野を開拓する事業活動に対し、出資等による経営支援を行うとともに、農林漁業が農林漁業者の所得を確保し、農山漁村において雇用機会を創出すること
ができる成長産業となることを目指す。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29農水02） （評価実施府省：農林水産省）

 株式会社農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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